
事業主体

・６齢級まで
（間伐、保育間伐と一体的に行う枝
打ちは、１２齢級まで）
（更新伐と一体的に行う枝打ちは、
１８齢級まで）

・１２齢級以下の林分または伐採し
ようとする不良木の胸高直径の平
均が１８cm未満の林分において行
う不用木の除去、不良木の淘汰

・間伐は１２齢級、更新伐は１８齢級
まで
　（森林経営計画に基づくものは標
準伐期齢の２倍まで可）
・更新伐に関しては、実施後２年以
内に天然更新または植栽による更
新が図られること

間伐材生産 ・齢級による制限なし

関連条件整備活
動

・鳥獣害防止施設整備等（ネット巻
き、テープ巻き等）
・対象森林の調査、同意取付等

　　・林業専用道
　　　（規格相当）
　　・森林作業道

・長期間使用できるもの
・継続的に使用され、県が定める作
設に関する指針に適合するもので
あること
・生産基盤強化区域ないでの整備
のみ

・０．１ha以上 １施業地 ・０．１ha以上

・間伐、更新伐は１申請当たり「１０
m3/ha以上」の搬出間伐
・その他施業種は１施業地あたり
０．１ha以上

１事業主体の
施業規模

・間伐については、原則すべての施
業地で搬出し、事業実施面積の過
半から搬出すること
・協定に基づき、原木安定供給計画
の対象となる木材加工施設へ、間
伐材等を供給すること

申請方式

補助率

・事前申請方式

５／１０　（国　３／１０　　県２／１０）
※実補助率は、査定係数（１８０、１７０、９０）により決
定

５／１０　（国　３／１０　　県２／１０）
※実補助率は、査定係数（１８０、９０）により決定

・定額単価
　間 伐：ha当たりの搬出材積により２１万７千円/ha
　　　　　　　　　 ～３５万円/ha以内（別途、間接費計上
可）
　林業専用道（規格相当）：３万２千円/m 以内
　　　　　　　　　　（平均地山傾斜により定額単価を設

※上記のほか、詳細な要件等がありますので、実施を検討されている場合や、具体的な補助金の額については、最寄りの各農林総合事務所林業部・嶺南振興局（林業水産部、二
州農林部）、森林組合へお問い合わせください。

・５齢級まで（天然林は１２齢級まで）

・事後申請方式
※ただし、人工造林、間伐、保育間伐、更新伐、森林
作業道については事前に計画書の提出が必要

・事後申請方式

事業規模

１施業地

１施業地 ・０．１ha以上
１事業主体の

施業規模

間　伐
更新伐

間　伐
更新伐

付帯施設整備
・鳥獣害防止施設整備等（ネット巻き、テープ巻き等）で、いずれかの施業と一体的に行うも
の

森林作業道
・長期間使用できるもの
・継続的に使用され、県が定める作設に関する指針に適合するものであって、いずれかの
施業と一体的に実施されるもの。

・２齢級まで（ただし、生育状況等により施業が必要な場合は３齢級まで）

枝打ち

除    伐

保育間伐 　

・市町、森林組合、森林所有者、NPO法人等
※｢森林経営計画｣作成主体、「特定間伐促進計画」等
の実施主体

・市町、森林組合、NPO法人、民間事業者等
※森林所有者等との協定が必要
※実施主体の自所有山林で実施する場合は補助対
象外
※森林経営管理法により市町村が経営管理権の設
定を受けた森林、又は寄付や分収林契約解除等によ
り公有林化した森林

・市町、森林組合、ＮＰＯ法人等
※市町以外については、県の選定した「選定経営体」
であること

施業種

人工造林 ・「草地」、「灌木地」、「ササ１ｍ以下」、「ササ１m超」、「機械地拵え」の５区分

下 刈 り
・８年生まで（２回刈りは補助対象外）
※令和４年度以降に植栽した事業地において行う下刈りについては、原則４回目までを補
助の対象とします。

雪 起 し

対象森林

○集約化して計画的に行う森林の整備

○自然条件等の理由で更新が困難であるなど、自助
努力によっては適切な森林の造成が期待できないが、
災害の防止や生物多様性の保全等の観点から成林さ
せることが必要な森林の整備

○境界が不明確で所有規模が小さいなどにより間伐
が進んでいない山ぎわを中心とした森林の整備

・原則、｢森林経営計画｣の計画地または｢特定間伐等
促進計画」等の対象森林

・保安林及び公益的機能別施業森林のうち水源涵養
機能維持増進森林、山地災害防止/土壌保全機能維
持増進森林
・左記以外の施行地

・原則、「森林経営計画」の計画地
※森林経営計画の対象とするよう努めることを確認で
きる森林等の場合は実施可

造林補助事業等の概要について

　造林補助事業では、集約化して計画的な森林施業を行うものを対象に、植栽、下刈り、間伐等の森林施業と森林作業道の開設を支援しています。
また、特定森林再生事業として、自然条件等の理由で更新が困難であるなど、自助努力によっては適切な森林の造成が期待できないが、災害の防止や生物多様性
の保全等の観点から成林させることが必要な森林の整備を支援します。
　山ぎわ集落間伐促進事業では、合板・製材工場等へ間伐材等を安定的に供給するため、山ぎわを中心に間伐材の生産や路網整備に対して定額で支援します。
　主な事業内容については、以下の通りです。

事業名等
造林補助事業

山ぎわ集落間伐促進事業
森林環境保全直接支援事業 特定森林再生事業


